










役場組織を一部変更しました!!
平成28年４月１日より、組織の一部を変更しましたのでお知らせします。

ご不明な点、ご質問等ございましたら、問い合わせ先までご連絡くださるようお願いします。

各地域の消防防災関連事務を集約します
　これまで地域ごとに担当していた、消防団、防犯協会、交通安全対策協議会、交通指導隊、街路灯
の業務を、本庁 町民生活課消防防災係 へ集約します。

◆上記問い合わせ先　　•消防防災係　☎ 85ー4823（本庁１階④番窓口）

※交通災害共済は、引き続き各総合支所地域振興係で担当します。

上下水道課の業務場所を変更します

上下水道課の業務場所を山本総合支所内へ配置変更します。

　併せて、地域ごとに行っていた、水道等施設の維持管理、漏水確認、水質検査、メータ検針、水道
開閉栓業務、温泉関連の業務を、上下水道課 へ集約します。

◆上記問い合わせ先　　•水道、温泉関係　☎83ー2113
　　　　　　　　　　　•下水道関係　　　☎83ー2335

※上下水道使用開始届、納付書再交付は
　　　琴丘地域・・・琴丘総合支所地域振興係で担当します。
　　　八竜地域・・・町民生活課環境衛生係（本庁 1階④番窓口）で担当します。

山本総合支所
ト イ レ
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本庁の課の配置を一部変更します
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　 交流課⑩ 建 設 課
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④ 町民生活課
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　  環境衛生係）

③健康推進課

の箇所が、今回は位置変更した課

4月4日（月）から
変更となります
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各地域の建設課関連業務を集約します
　これまで地域ごとに担当していた、町道等の維持管理、町道の除排雪、町管理の道路・河川等
境界確認、建築確認関係、町営住宅の管理等の業務を、本庁 建設課 へ集約します。

◆上記問い合わせ先　　•建設係（道路維持管理関係）　☎ 85ー4821
　（本庁2階⑩番窓口）　•管理係（境界・住宅関係）　　☎ 85ー4820

休日の戸籍関係届出受付窓口を変更します
　４月29日（祝日）から、土、日、祝日の戸籍関係の届出（死亡届・婚姻届等）の受付窓口が

本庁 町民生活課 のみとなります。
◆土、日、祝日の戸籍関係の届出に関する問い合わせ先　　☎85ー2111（役場代表電話）

※事前にお問い合わせの上、手続きにおいでください。
　（警備会社につながりますのでご用件をお伝えください。その後担当からご連絡いたします。）
　なお、平日は、引き続き各総合支所地域生活係で受付を行います。

◆問い合わせ先　三種町役場　総務課　行革推進係　☎85ー4815

総合支所の係を再編します

　これまでの３係体制から、２係体制に再編します。
　主な業務内容は次のとおりです。

変更後の係 主 な 業 務 内 容

地 域 振 興 係
（琴丘☎87ー2111）
（山本☎83ー2111）

公共施設管理、自治会、納税、交通災害、防災無
線管理、選挙、財産区（山本のみ）、農林業・畜産・
水産振興、生産調整（転作）、上下水道使用開始届・
水道料等納付書再交付（琴丘のみ）など

地 域 生 活 係
（琴丘☎87ー2109）
（山本☎83ー2115）

戸籍、住基、印鑑証明、埋火葬許可、環境衛生、
犬の登録、民生児童委員、生活保護、高齢者・障
害者福祉、児童手当、介護保険、国保、後期高齢
者医療、マル福、年金など

これまでの係

地 域 振 興 係

地 域 整 備 係

地 域 生 活 係

教育委員会の組織を変更します

　教育委員会の組織について、課制を廃止し、係制へ変更します。
　主な業務内容は次のとおりです。

※給食センター・公民館については、これまでと変更ありません。

変更後の組織 主 な 業 務 内 容

総 　 務 　 係 教育委員会、請願・陳情、叙勲、表彰等

学 　 事 　 係 小中学校、幼稚園、ＡＬＴ招致、奨学金等

生 涯 学 習 係 生涯学習、社会教育団体、文化財、各種講座、
青少年健全育成等

ス ポ ー ツ 係 スポーツ振興、体育館施設管理等

これまでの組織

総 務 学 事 課

生 涯 学 習 課

広報 みたね
mitane town
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地
域
雇
用
創
出

推
進
事
業

◆問い合わせ先 商工観光交流課　商工係　☎ 85－4830
 三種町商工会　本　所　☎ 83－3010
◆補助金申請窓口 商工観光交流課　商工係

事業内容
区
分

①新規雇用
　奨励事業

②店舗等　　
　　増改築事業　 ③機械設備投資事業 ④営業車両

　更新事業
  ⑤新規進出・起業・
  　異業種参入支援事業 ⑥工場誘致等奨励事業

支　

援　

内　

容

　人材の確保を
図るため新たに
社員を雇用した
事業所に対して
支援する。

　事業所の新築及
び増改築を行うこ
とにより、売上げ
の増加や作業が効
率化され、新たな
雇用が見込まれる
事業所に対して支
援する。

　新規の設備投資や既
存設備の更新により、
新たな雇用が見込まれ
る事業所に対して支援
する。

　車両の更新等
により、営業活
動が拡大される
など、雇用の拡
大が見込まれる
事業所に対して
支援する。

　町内に新たに進出する
する企業、町内で新規に
起業する者及び異業種部
門へ参入し新たな法人を
設立する既存法人に対し
て支援する。

　町内に工場を新設し、
又は増設し、人材の確保
を図るため新たに社員を
雇用した事業所に対して
支援する。

補　

助　

対　

象

　町内事業所が、
当該年度に町内
に住所を有する
新卒者及び離職
者の正規社員を
雇用する場合は
定年に達する前
５年以上の者又
は非正規社員と
して、それぞれ
１年を超える雇
用契約をして採
用した場合に助
成

　店舗・作業場・
外構等の事業の用
に供する建物等の
新築及び増改築に
要する経費

　機械設備の新設及び
既存設備と同等以上の
設備投資に要する経費

　営業活動に必
要な新車購入に
要する経費（車
両はバン・ト
ラックタイプと
する。）

　町内に新たに事業所を
開設するために必要な設
備工事、機械器具、備品
の購入に要する経費

•三種町工場誘致等奨励
条例第４条各号のいず
れかに該当する事業所
が、町内に住所を有す
る新卒者、転入者及び
離職者の正規社員、又
は非正規社員として雇
用契約をして採用した
場合に助成

•上記事業所が、工場の
新設又は増設に伴い町
内に2,000平方メート
ルを超える用地を取得
する場合に助成

補
助
率
及
び
補
助
額

　正規社員の新
卒者及び35歳
未満の離職者１
人月額３万円、
35歳以上の離職
者１人月額２万
円、非正規社員
１人月額１万円
とする。ただし、
採用月から１人
12か月を限度
とし支給する。

　対象事業費の
15％補助とし、
１事業所50万円
を限度とする。た
だし、対象事業費
は50万円以上と
する。町外からの
集客を見込める
観光事業の場合
は、対象事業費
の30％補助とし、
１事業所200万円
を限度とする。（千
円未満の端数が生
じた場合は、これ
を切り捨てる。）

　対象事業費の15％
補助とし、１事業所
50万円を限度とする。
ただし、対象事業費
は50万円以上とする。
工具器具等の場合、単
価10万円以上で事業
費合計が50万円以上
のものとする。（千円
未満の端数が生じた場
合は、これを切り捨て
る。）

　車両本体価格
の15％補助と
し、１ 事 業 所
30万円を限度
とする。（千円
未満の端数が生
じた場合は、こ
れを切り捨て
る。）

　対象事業費の30％補
助とし、１事業所200万
円を限度とする。（千円
未満の端数が生じた場合
は、これを切り捨てる。）

•正規社員の新卒者、転
入者及び35歳未満の離
職者１人年額36万円、
35歳以上の離職者１
人年額24万円、非正規
社員１人年額12万円
とする。ただし、採用
月から１人３年を限度
とし支給する。

•用地取得費の１／３
助成とし、１事業所
３千万円を限度とする
（用地取得費には、土
地造成に要する経費で
あって町長が特に必要
と認めたものを含む）。

そ　

の　

他　

要　

件

•社員採用時に
おいて、過去
６ヶ月間に解
雇を行ってい
ないこととす
る。

•正規社員は週
40時間、非正
規社員は週
30時間以上
勤務を基本と
するが、これ
によりがたい
場合は、別途
協議する。

•雇用台帳・雇
用険被保険者
証の写し

•観光事業の場合
は、三種町商工
会へ事業計画書
を提出し、経営
指導を受け、審
査会の承認を受
けたもの。
•改修に際しては、
町内業者を利用
するものとする。
•店舗や事業所等
との併用住宅の
場合は、店舗や
事業所等の部分
について対象と
する。ただし、
共用部分は事業
費を按分するも
のとする。

•機械設備は町内から
購入するものとする。
ただし、これにより
がたい場合は、理由
を明記する。
•重機又は大型車両に
類するものについて
社名・屋号を塗装に
より表示するものと
する。
•営業車両及び事務用
機器は対象外とする。
•機械設備が中古品の
場合は、別途協議す
る。
•リース契約等による
分割支払いの場合
は、補助対象外とす
る。

•営業車両は町
内から購入す
るものとし、
車両に社名・
屋号を塗装に
より表示する
ものとする。
ただし、これ
によりがたい
場合は、別途
協議する。
•車検証の写し
•リース契約等
による分割支
払いの場合
は、補助対象
外とする。

•三種町商工会へ事業計
画書を提出し、経営指
導を受け、審査会の承
認を受けたもの。

•町外から進出する場合
は、本社の納税証明書
を添付

•既存の事業所内に新規
事業所を開設し、その
区分を明確にできない
場合は、補助対象とし
ない。

•税務署へ開業届（法人
の場合は、法人設立届)
をしている場合は、届
書の写しを添付（未届
の場合は開業から２か
月以内に提出するもの
とする)

•正規社員は週40時間、
非正規社員は週30時
間以上勤務を基本とす
るが、これによりがた
い場合は、別途協議す
る。

•雇用台帳・雇用保険被
保険者証の写し

•当該土地の取得の日の
翌日から起算して１年
以内に当該土地を敷地
とする工場等の建設に
着手したときに交付す
るものとする。

•農林漁業、医療業は補助対象外。
•①は社員雇用から１か月以内に申請すること。
•②～⑥は、事業の実施前に申請すること。（補助金の交付決定日以前に契約、発注した事業については、対象となりません。）
•②～④は、三種町内で１年以上、事業を行っていること。
•税金等及び上下水道料並びに温泉使用料も完納していること。
•各事業とも雇用計画書を添付すること。
•②～⑥は消費税を含む。
•補助額に千円未満の端数が生じた場合は切り捨てる。
•各メニューとも補助の限度額に関わらず、１事業所、年１回の申請となります。
　（例）すでにH28の設備投資事業で補助決定を受けた事業所は、その金額が補助限度額以下であっても、同じ設備投資事業での
申請はできません。

三種町助成事業

　

本
事
業
は
、
地
域
経
済
の
活
性
化
と
雇
用
の
拡
大

を
図
る
た
め
、
中
小
企
業
基
本
法
第
２
条
の
定
め
に

該
当
す
る
三
種
町
内
に
主
た
る
事
業
所
又
は
住
所
を

有
す
る
事
業
所
が
行
う
、
雇
用
創
出
事
業
並
び
に
新

規
企
業
（
事
業
所
）
等
進
出
の
経
費
に
対
し
て
補
助

を
す
る
制
度
で
、
新
た
な
雇
用
が
見
込
ま
れ
る
事
業

所
が
助
成
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
本
制
度
は
、
予
算
が
な
く
な
り
し
だ
い
終

了
し
ま
す
の
で
、
利
用
を
予
定
さ
れ
る
事
業
所
は
早

め
に
申
し
込
み
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

詳
細
に
つ
い
て
は
、
下
記
の
問
い
合
わ
せ
窓
口
で

ご
確
認
く
だ
さ
い
。
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資
格
取
得
支
援
事
業

　

就
労
者
の
能
力
向
上
を
推
進
し
、
並
び
に
求
職
者
や
学
生
の
就
業
機
会

の
拡
大
を
図
る
た
め
、
就
職
や
仕
事
に
役
立
つ
資
格
又
は
免
許
を
取
得
す

る
際
の
経
費
の
２
分
の
１
（
１
人
最
大
10
万
円
）
を
補
助
す
る
制
度
で
す
。

対
象
資
格　

国
家
資
格
・
国
家
検
定
等

例　

大
型
特
殊
自
動
車
免
許
、
自
動
車

二
種
免
許
、
介
護
福
祉
士
、
土
木

施
工
管
理
技
士
、
自
動
車
整
備
士

な
ど
。

※
た
だ
し
、
普
通
自
動
車
免
許
、
普
通

自
動
二
輪
車
免
許
、
大
型
自
動
二
輪

免
許
及
び
原
動
機
付
自
動
車
免
許
は

除
く
。

対 

象 

者

　

町
内
に
住
所
を
有
す
る
65
歳
未
満
の

方
で
、
右
記
対
象
資
格
を
取
得
し
、
次

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
。

●
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
求
職
登
録
し
た
求

職
者

●
事
業
所
に
勤
務
し
て
い
る
就
労
者

●
学
生
（
学
校
教
育
法
に
定
め
る
高
等

学
校
、
大
学
、
高
等
専
門
学
校
及
び

専
修
学
校
に
在
学
し
て
い
る
者
）

※
い
ず
れ
も
未
成
年
者
の
場
合
は
保
護

者
が
申
請
す
る
も
の
と
す
る
。

対
象
経
費

　

資
格
取
得
の
要
件
と
な
る
講
習
等
の

受
講
料
（
教
材
費
含
む
）、
受
験
料
、

資
格
の
登
録
料

補
助
金
額

補
助
対
象
経
費
の
２
分
の
１
以
内

（
千
円
未
満
切
り
捨
て
）

申
請
方
法

　

申
請
書
に
次
の
書
類
を
添
え
て
、
商

工
観
光
交
流
課
商
工
係
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。（
申
請
書
は
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
か
、
商
工

観
光
交
流
課
、
各
総
合
支
所
地
域
振
興

係
窓
口
で
請
求
し
て
く
だ
さ
い)

⑴
運
転
免
許
証
等
本
人
で
あ
る
こ
と
の

確
認
が
で
き
る
も
の
の
写
し

⑵
資
格
等
の
取
得
に
要
し
た
経
費
を
明

ら
か
に
す
る
書
類

⑶
資
格
等
を
取
得
し
た
こ
と
が
証
明
で

き
る
書
類
の
写
し

⑷
納
税
証
明
書
（
未
成
年
者
の
場
合
は

保
護
者
の
納
税
証
明
書
）

⑸
就
労
者
に
あ
っ
て
は
、
事
業
所
で
働

い
て
い
る
こ
と
が
証
明
で
き
る
も
の

⑹
求
職
者
に
あ
っ
て
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー

ク
の
カ
ー
ド
の
写
し

⑺
学
生
に
あ
っ
て
は
、
学
生
証
の
写
し

⑻
そ
の
他
町
長
が
必
要
と
認
め
る
も
の

※
そ
の
他
の
要
件
等
に
つ
い
て
は
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い

補
助
金
対
象
者

　

合
宿
等
を
実
施
す
る
ス
ポ
ー
ツ
・
文

化
・
教
育
団
体

補
助
対
象
事
業

⑴
合
宿
等
が
町
内
の
施
設
で
開
催
さ
れ

る
も
の
で
あ
る
こ
と

⑵
合
宿
等
参
加
者
数
及
び
宿
泊
者
数
が

５
名
以
上
で
あ
る
こ
と

⑶
町
内
の
施
設
に
宿
泊
す
る
こ
と

補
助
対
象
除
外
事
業

⑴
申
請
団
体
の
事
業
費
に
ほ
か
の
町
費

が
含
ま
れ
る
事
業

⑵
お
も
に
営
利
を
目
的
と
し
た
事
業

⑶
宗
教
的
又
は
政
治
的
活
動
を
目
的
と

し
た
事
業

対
象
経
費

宿
泊
料
（
合
宿
に
要
す
る
経
費
の
内
）

補
助
金
額
（
一
人
あ
た
り
）

◆
１
泊　

２
０
０
０
円

◆
森
岳
温
泉
ゆ
う
ぱ
る

　

２
泊
ま
で
１
０
０
０
円
、
３
泊
以
上

２
０
０
０
円

※
補
助
金
総
額

　

一
人
あ
た
り
補
助
額
×
宿
泊
者
数
×

宿
泊
日
数
（
上
限
額
60
万
円
）

留
意
事
項

　

選
手
及
び
指
導
者
等
（
部
長
・
監
督
・

コ
ー
チ
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
等
）
は
宿
泊

者
数
に
含
み
ま
す
が
、
保
護
者
（
付
添

人
）
は
宿
泊
者
数
に
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

申
請
方
法

　

申
請
書
（
様
式
第
１
号
）
に
次
の
書

類
を
添
え
て
、
商
工
観
光
交
流
課
商
工

係
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。（
申
請
様

式
は
町
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
す
る
か
、
商
工
観
光
交
流
課
、

各
総
合
支
所
地
域
振
興
係
窓
口
で
請
求

し
て
く
だ
さ
い
）

⑴
事
業
実
施
計
画
書
・
収
支
予
算
書（
様

式
第
２
号
）

⑵
大
会
要
項
等
と
宿
泊
者
名
簿
（
任
意

様
式
）

※
そ
の
他
の
要
件
等
に
つ
い
て
は
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い

◆問い合わせ窓口　商工観光交流課　商工係　☎ 85－4830

ス
ポ
ー
ツ
文
化
合
宿
等
誘
致
推
進
事
業

　

ス
ポ
ー
ツ
・
文
化
・
教
育
団
体
（
小
学
生
以
上
の
団
体
）
が
、
町
内
に

宿
泊
し
て
、
技
術
の
向
上
ま
た
は
学
校
教
育
も
し
く
は
社
会
教
育
を
目
的

と
し
て
行
う
合
宿
、
大
会
、
体
験
旅
行
等
（
以
下
、「
合
宿
等
」）
の
経
費

の
う
ち
宿
泊
料
の
一
部
を
補
助
す
る
制
度
で
す
。

平成28年度 三種町助成事業
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大
館
能
代
空
港

利
用
促
進
助
成
制
度

　

大
館
能
代
空
港
の
利
用
促
進
を
目
的
に
、
同
空
港
発
着
の
航
空
機
を
利

用
し
た
方
に
助
成
し
ま
す
。

助
成
金
額

大
館
能
代
空
港　

 

羽
田
空
港

片
道　

３
０
０
０
円
／
席

大
人
・
小
児 

同
額
を
助
成
し
ま
す
。

助
成
対
象
運
賃 （
４
月
１
日
か
ら
）

●
対
象
と
な
る
運
賃
種
別
コ
ー
ド

Ｂ
Ａ
、
Ｂ
Ｋ
、
Ｂ
Ｒ
、
Ｃ
Ｈ
、
Ｃ
Ｓ

Ｔ
Ｗ
、
Ｃ
Ｔ
Ｔ
Ｗ
、
Ｈ
Ｆ
、
Ｋ
Ｔ
、

Ｎ
Ｃ
Ｔ
Ｗ
、
Ｏ
Ｗ
、
Ｐ
Ｔ
Ｗ
Ａ
Ａ
、

Ｐ
Ｔ
Ｔ
Ｗ
28
、
Ｓ
Ｐ
、
Ｓ
Ｐ
Ｃ
Ｈ
、

Ｓ
Ｐ
Ｈ
Ｆ
、
Ｔ
Ｔ
Ｗ
21
Ａ
、
Ｔ
Ｔ
Ｗ

21
Ｂ
、
Ｔ
Ｔ
Ｗ
28
、
Ｔ
Ｔ
Ｗ
45
、
Ｔ

Ｔ
Ｗ
55
、
Ｔ
Ｔ
Ｗ
75
、
Ｔ
Ｗ
Ａ
、
Ｔ

Ｗ
Ｂ
、
Ｔ
Ｗ
Ｃ
、
Ｗ
Ｔ

助
成
対
象
者

•

三
種
町
に
住
所
を
有
す
る
方

•

三
種
町
に
所
在
す
る
事
業
所

•

三
種
町
に
扶
養
者
を
有
す
る
学
生

※
た
だ
し
、
公
費
に
よ
る
出
張
や
助
成

を
利
用
し
て
い
る
場
合
や
、
宿
泊
と

航
空
券
が
一
緒
に
な
っ
た
パ
ッ
ク
商

品
は
対
象
に
な
り
ま
せ
ん
。

助
成
対
象
期
間
４
月
１
日
〜
３
月
31
日

申
請
手
順

①
大
館
能
代
空
港
発
着
便
の
利
用

•
搭
乗
券
（
白
色
の
半
券
）
は
申
請
に

必
要
な
た
め
、
紛
失
し
な
い
よ
う
注

意
し
て
く
だ
さ
い
。

②
助
成
金
交
付
申
請

•

申
請
書
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、
搭

乗
券
（
原
本
）
と
身
分
証
明
書
等
の

写
し
を
貼
付
の
う
え
企
画
政
策
課
へ

直
接
ま
た
は
郵
送
に
よ
り
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。

※
搭
乗
券
は
返
却
し
ま
せ
ん
。

•

利
用
後
、
30
日
以
内
（
３
月
利
用
分

に
つ
い
て
は
４
月
８
日
ま
で
）
に
申

請
し
て
く
だ
さ
い
。

③
補
助
金
交
付

•

申
請
内
容
を
確
認
し
、
後
日
、
口
座

に
振
り
込
み
ま
す
。

•

搭
乗
者
本
人
以
外
の
口
座
に
振
り
込

み
を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
、
口
座
振

込
依
頼
書
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　

町
民
の
方
が
、
あ
き
た
結
婚
支
援
セ
ン
タ
ー
に
入
会
す
る
際
の
登
録
料

１
万
円
を
全
額
助
成
し
ま
す
。

　

有
効
期
間
は
登
録
日
か
ら
３
年
間
で
す
。（
役
場
で
の
手
続
き
は
一
切

あ
り
ま
せ
ん
。）

入
会
手
続
き

①
登
録
を
希
望
さ
れ
る
方
本
人
が
「
あ

き
た
結
婚
支
援
セ
ン
タ
ー
」
へ
入
会

を
申
し
込
み
、
必
要
書
類
を
提
出
。

②
町
が
同
意
書
に
基
づ
い
て
、
登
録
者

の
住
所
、
氏
名
等
を
確
認
し
、
町
か

ら
「
あ
き
た
結
婚
支
援
セ
ン
タ
ー
」

へ
入
会
登
録
料
を
支
払
う
。

　
　

以
上
で
入
会
手
続
き
は
完
了
で
す
。

　
　

入
会
手
続
き
が
完
了
す
る
と
、
登

録
会
員
の
中
か
ら
お
相
手
を
県
内
３

セ
ン
タ
ー
（
大
館
市
・
秋
田
市
・
横

手
市
）
内
の
パ
ソ
コ
ン
検
索
シ
ス
テ

ム
に
よ
り
選
び
、
マ
ッ
チ
ン
グ
（
お

見
合
い
）
の
申
し
出
を
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　
　

相
手
方
が
申
し
出
を
受
け
た
場
合

は
、
セ
ン
タ
ー
で
個
別
に
お
会
い
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
　

出
会
い
や
結
婚
を
希
望
す
る
独
身

の
皆
様
を
応
援
し
て
い
ま
す
。
お
気

軽
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

◆
相
談
専
用
ダ
イ
ヤ
ル

☎
０
８
０
０
―
８
０
０
―
０
４
１
３

　

一
般
社
団
法
人

 

あ
き
た
結
婚
支
援
セ
ン
タ
ー

▼
北
セ
ン
タ
ー

　

大
館
市
字
中
町
５

　
　
（
旧
正
札
竹
村
ビ
ル
２
階
）

　

☎
０
１
８
６
―
５
７
―
８
６
１
１

▼
中
央
セ
ン
タ
ー

　

秋
田
市
中
通
６
―
７
―
36

　
　
（
フ
ォ
ー
ラ
ム
ア
キ
タ
１
階
）

　

☎
０
１
８
―
８
７
４
―
９
４
７
１

▼
南
セ
ン
タ
ー

　

横
手
市
四
日
町
６
―
８

　
　
（
横
手
市
役
所
向
）

　

☎
０
１
８
２
―
３
８
―
８
８
０
１

※
完
全
予
約
制
で
す
。
各
セ
ン
タ
ー

へ
事
前
に
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

あ
き
た
結
婚
支
援
セ
ン
タ
ー

入
会
登
録
料
助
成

◆問い合わせ先　企画政策課　企画係　☎ 85－4817
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「
あ
き
た
安
全
安
心
住
ま
い

推
進
事
業
」の
お
知
ら
せ

　

秋
田
県
で
は
、
住
宅
を
建
設
又
は

リ
フ
ォ
ー
ム
等
さ
れ
る
方
に
対
し

て
、次
の
事
業
に
よ
り
補
助
し
ま
す
。

•

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
推
進
事
業

　

補
助
条
件
な
ど
の
詳
細
は
、
県
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、ま
た
は
地
域
振
興
局

建
築
課
ま
で
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

◆
問
い
合
わ
せ
先

　
　

山
本
地
域
振
興
局 

建
築
課

　
　
　
　
　
　

☎
５
２
―
６
１
０
３

株式
会社ジェイエイ山本葬祭センター年中

無休
24時間
受付 総合案内

一度ご入会いただくとその世帯の
会員資格は永久に継続されます。

入会金は一家族（一団体）
10,000円（税込）のみ

みどりの会会員募集中

見学・相談などお気軽にお問い合わせください。三種町鵜川字北本田178

クオーレみたね 検 索

近代祭壇近代祭壇 家族葬祭壇家族葬祭壇 ロビーロビー

広告

　

町
外
に
５
年
以
上
居
住
（
住
民
登
録
）

し
て
、
新
た
に
三
種
町
に
転
入
届
（
住
民

登
録
）
し
た
方
に
定
住
奨
励
金
を
交
付
す

る
制
度
で
す
。

交
付
対
象
者

　

Ｕ
タ
ー
ン
及
び
Ｉ
タ
ー
ン
者
で
転
入
届

（
住
民
登
録
）
の
日
か
ら
１
年
以
上
三
種
町

に
居
住
し
て
い
る
者

※
た
だ
し
、
次
に
該
当
す
る
場
合
は
交
付
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
。

①
転
勤
等
で
、一
時
的
に
住
民
登
録
を
行
っ
た
者

②
福
祉
施
設
等
へ
の
入
所
を
目
的
と
し
て
、

住
民
登
録
を
行
っ
た
者

③
大
学
等
へ
進
学
た
め
転
出
し
、再
び
転
入
し

た
者

④
三
種
町
で
税
金
等
を
滞
納
し
て
い
る
者

⑤
申
請
者
お
よ
び
そ
の
世
帯
員
が
、
法
律
に
規

定
す
る
暴
力
団
の
構
成
員
に
該
当
す
る
者

⑥
そ
の
他
町
長
が
不
適
当
と
認
め
た
者

奨
励
金
交
付
額

•

単
身
者
の
場
合 

…
…
…
…
…
… 

10
万
円

•

家
族
（
２
名
以
上
）
の
場
合 

… 

20
万
円

※
た
だ
し
、
満
18
歳
以
下
の
世
帯
員
が
い
る

場
合
は
、
当
該
世
帯
員
１
人
に
つ
き
５
万

円
を
加
算
。
上
限
額
50
万
円

申
請
方
法

•

申
請
場
所 

… 

企
画
政
策
課

•

申
請
書
類 

… 

申
請
書
、
個
別
調
書
、
住

民
票
、
本
籍
地
の
戸
籍
の
附
票
等
（
三
種

町
に
転
入
す
る
以
前
の
５
年
間
の
居
住
地

を
証
明
す
る
も
の
）

◆
問
い
合
わ
せ
先

　
企
画
政
策
課 

企
画
係 

☎
８
５
―
４
８
１
７

リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
事
業

対
象
者
お
よ
び
対
象
住
宅

•

町
民
自
ら
が
所
有
し
、
居
住
し
て
い
る

住
宅
（
併
用
住
宅
の
場
合
は
、
住
居
部

分
が
１
／
２
以
上
）
と
同
一
敷
地
内
の

住
宅
用
車
庫
、
物
置
等

•

過
去
こ
の
事
業
に
よ
る
助
成
受
給
者

は
、
補
助
を
受
け
た
年
度
か
ら
３
か
年

経
過
し
て
い
る
こ
と
（
平
成
24
年
度
以

前
の
補
助
金
受
給
者
）

対
象
工
事
条
件

•

三
種
町
内
に
事
業
所
を
有
す
る
法
人
か

町
内
に
住
所
を
有
す
る
個
人
事
業
者
が

工
事
を
行
う
こ
と

•

工
事
費
用
が
20
万
円
以
上
（
消
費
税
を

含
む
）
で
あ
る
こ
と

•

交
付
決
定
後
に
着
手
し
、
当
該
年
度
の

３
月
20
日
ま
で
に
所
定
の
実
績
報
告
書

を
提
出
で
き
る
工
事

助
成
対
象
工
事

•

増
築
工
事
（
増
築
す
る
面
積
が
既
存
住

宅
の
床
面
積
を
超
え
な
い
範
囲
）

•

改
築
工
事
、
修
繕
工
事
、
補
強
工
事
、

下
水
道
関
連
工
事
、
断
熱
改
修
工
事
、

気
密
改
修
工
事
、
遮
音
工
事

※
た
だ
し
、
土
地
の
購
入
や
造
成
に
係
る

費
用
、
工
事
用
機
械
、
工
具
等
の
購
入

に
係
る
費
用
、
外
構
工
事
、
新
築
工
事

等
は
該
当
し
ま
せ
ん
。

助
成
金
額

①
工
事
費
用
（
税
込
）
が
20
万
円
以
上

50
万
円
未
満
の
場
合 

… 

対
象
工
事
費

用
の
15
％
を
補
助

②
工
事
費
用
（
税
込
）
が
50
万
円
以
上
の

場
合 

… 

県
事
業
を
優
先
し
て
実
施
し

て
い
た
だ
き
、
工
事
費
用
の
15
％
か
ら

県
の
補
助
金
を
差
し
引
い
た
金
額
（
県

と
町
合
わ
せ
て
30
万
円
限
度
）
を
補
助

申
請
期
間
お
よ
び
申
請
場
所

４
月
１
日
か
ら
建
設
課
管
理
係
へ

※
そ
の
他
詳
し
く
は
左
記
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

◆
問
い
合
わ
せ
先

　
建
設
課
管
理
係 

☎
８
５
―
４
８
２
０

定
住
奨
励
金
制
度

平成28年度 三種町助成事業
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被保険者本人の総所得金額等 軽減割合
58万円以下

（年金収入のみの場合は、153万円～211万円以下） ５割

◆問い合わせ先　秋田県後期高齢者医療広域連合　業務課　☎018ー853ー7155
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務課　☎018ー838ー0610

後
期
高
齢
者
医
療
の
保
険
料
率
に
つ
い
て

　

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
保
険
料
率
は
、
２
年
ご
と
に
改
定
さ
れ
る

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
平
成
28
年
度
か
ら
の
保
険
料
率
に
変
更
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
所
得
が
一
定
以
下
の
世
帯
の
方
に
適
用
さ
れ
る
保
険
料

の
軽
減
措
置
に
つ
い
て
は
、
５
割
軽
減
及
び
２
割
軽
減
に
つ
い
て
対
象

が
拡
大
さ
れ
ま
す
。

　

改
定
後
の
保
険
料
率
に
基
づ
く
保
険
料
額
は
、
７
月
中
旬
頃
に
、
み

な
さ
ま
に
通
知
す
る
予
定
で
す
。

後期高齢者医療保険料の内訳
保険料額　＝　均等割額　＋　所得割額（所得×所得割率） 
均等割額　➡　県内の加入者全員に等しく納めていただく金額です
所得割額　➡　加入者本人の所得に応じて納めていただく金額です

●保険料率（変更ありません）

●均等割額の軽減措置
　（軽減割合は変更ありませんが、５割軽減及び２割軽減の対象が拡大されます）

●所得割額の軽減措置（軽減割合は変更ありません）
保
険
料
率
の

　

算
定
に
つ
い
て

　

２
年
ご
と
に
改
定
さ
れ

る
保
険
料
率
は
、「
秋
田

県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
」
が
決
定
し
て
い
ま

す
。

　

市
町
村
で
は
、
広
域
連

合
で
決
定
し
た
保
険
料
率

に
基
づ
き
、
保
険
料
の
通

知
や
納
付
書
を
み
な
さ
ま

に
送
付
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
の
保
険
料
率
改
定

で
は
、
医
療
費
の
今
後
の

伸
び
や
、
被
保
険
者
数
の

推
移
に
よ
り
算
定
し
て
い

ま
す
。

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

●
内　

容

　

ひ
ざ
痛
の
治
療
で
は
な
く
、
ひ
ざ
痛
の

緩
和
や
予
防
を
目
的
と
し
た
教
室
で
す
。

●
対
象
者

　

介
護
認
定
を
受
け
て
い
な
い
概
ね
65
歳

以
上
の
方
で
現
在
、
ひ
ざ
に
痛
み
や
違
和

感
の
あ
る
方

●
持
ち
物

　

運
動
で
き
る
服
装
と
内
ズ
ッ
ク
、
タ
オ

ル
や
水
分
補
給
が
で
き
る
も
の

●
と　

き　

毎
回
月
曜
日
（
全
７
回
）　　

　
　
　
　
　

10
時
か
ら
11
時
30
分

●
と
こ
ろ

　

じ
ょ
も
ん
（
琴
丘
地
域
拠
点
セ
ン
タ
ー
）

●
参
加
費

１
１
０
０
円
（
触
覚
ボ
ー
ル
代
）

●
定　

員　
　

先
着
15
名

●
申
込
期
限　

４
月
14
日

　

長
年
正
座
し
た
こ
と
が
な
い
方
は
是
非
参
加
を
！

「
ら
く
ひ
ざ
教
室
」

平成28年度開催予定日
回  数 １回目 ２回目 ３回目 ４回目 ５回目 ６回目 ７回目
月  日 ５月９日 ５月23日 ６月６日 ６月20日 ７月25日 ８月22日 ９月26日

◆
申
し
込
み
先

　

福
祉
課

　

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

☎
８
５
―
４
８
３
５

触覚ボールを使っているところ

平成27年度まで 平成28年度から
均等割額 39,710円 均等割額 39,710円
所得割率 8.07% 所得割率 8.07%

世帯主及び被保険者の総所得金額等が下記
の基準を超えない世帯

軽減
割合

均等割額
Ｈ27年度まで

均等割額
Ｈ28年度から

基礎控除額（330,000円） 8.5割 5,956円 5,956円
被保険者全員の年金収入80万円
以下で、その他各所得がない ９割 3,971円 3,971円

基礎控除額（330,000円）＋265,000円×
世帯の被保険者の数 ５割 19,855円 19,855円

基礎控除額（330,000円）＋480,000円×
世帯の被保険者の数 ２割 31,768円 31,768円

後期高齢者医療制度加入前に被用者保険の
被扶養者であった被保険者 ９割 3,971円 3,971円

●賦課限度額（賦課限度額は変更ありません）
平成27年度まで 平成28年度から

賦課限度額 57万円 57万円

平
成
28
年
度
か
ら

　「らくひざ教室は」は平成26年度から開催しております。教室を卒業された方は、
現在43名になりました。ここに卒業された方の声を一部紹介します。
◆何年も正座できなかったのに、気が付いたら正座できていたことに驚いています。
◆階段をスイスイ上ることができて自分でも驚いています。

など、嬉しい結果となっています。

平成28年4月 22



　　 ◆問い合わせ先　　福祉課　　介護支援係　☎85ー2247

介
護
保
険
料
の
特
別
徴
収
平
準
化
に
つ
い
て

　

介
護
保
険
料
の
特
別
徴
収
（
年

金
か
ら
の
天
引
き
）
は
、
４
月
・

６
月
・
８
月
に
「
仮
徴
収
」、
10

月
・
12
月
・
翌
年
２
月
に
「
本
徴

収
」
と
し
て
納
め
て
い
た
だ
い
て

お
り
ま
す
が
、
保
険
料
改
定
・
保

険
料
段
階
の
変
更
・
特
別
徴
収
回

数
の
変
更
な
ど
で
仮
徴
収
額
と
本

徴
収
額
の
差
が
大
き
く
な
っ
て
い

る
方
が
お
り
、
こ
の
ま
ま
仮
徴
収

を
行
う
と
1
年
間
の
保
険
料
が
前

半
（
仮
徴
収
）
と
後
半
（
本
徴
収
）

で
偏
っ
た
ま
ま
に
な
っ
て
し
ま
い

ま
す
。

　

そ
こ
で
、
１
年
間
を
通
じ
て
保

険
料
が
で
き
る
だ
け
均
等
（
平
準

化
）
に
な
る
よ
う
に
、
６
月
と
８

月
の
介
護
保
険
料
の
仮
徴
収
額
を

変
更
し
ま
す
。

　

な
お
、
対
象
者
に
は
４
月
下
旬

に
個
別
通
知
し
ま
す
。

※
仮
徴
収
額
と
本
徴
収
額
に

大
き
な
差
が
な
い
方
は
対

象
と
な
り
ま
せ
ん
。ま
た
、

平
準
化
を
行
っ
て
も
、
再

度
、
保
険
料
段
階
の
変
更

な
ど
で
保
険
料
が
変
わ
っ

た
場
合
は
、
年
度
内
で
の

保
険
料
の
変
動
が
大
き
く

な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

仮　徴　収 本　徴　収
４月 ６月 ８月 10月 12月 翌年２月

前年の所得が確定していないため、仮に算定され
た保険料（通常は前年度２月の特別徴収額と同額）
を納めていただきます。

確定した年間保険料から、仮徴収で納めた額を差
し引き、残った額を３回に分けて納めていただき
ます。

「仮徴収」「本徴収」とは

介護保険料の特別徴収平準化イメージ図

介護保険のお知らせ

◎仮徴収額が低く、本徴収額が高い場合

◎仮徴収額が高く、本徴収額が低い場合

仮徴収
今年度前年度 来年度

本徴収

引き下げ引き下げ 引き下げ
引き上げ

同額

２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月

同額

引き上げ

仮徴収
今年度前年度 来年度

同額

２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月

本徴収

同額

平
準
化
前

平
準
化
後

今年度前年度 来年度

２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月

仮徴収 本徴収

引き下げ 引き下げ

同額

同額

引き上げ 引き上げ 引き上げ

仮徴収
今年度前年度 来年度

同額

２月 ４月 ６月 ８月 10月 12月 ２月 ４月

本徴収

同額

平
準
化
前

平
準
化
後

広報 みたね
mitane town
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